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第１章 総則 
 

 

この計画は、「災害対策基本法」第 42 条の規定により、掛川市民の生命、身体及び財産を一般災害
から保護するために、掛川市及び防災機関が行うべき掛川市の地域に係る「風水害対策の大綱」（「共
通対策編」で定めたものを除く）を定めるものとする。 

「風水害対策編」は、以下の各章から構成する。なお、復旧・復興については、「共通対策編」第４
章復旧・復興対策によるものとする。 

章 記載内容 

第１章 総則 計画作成の趣旨、構成、過去の顕著な災害、予想される災害と地域 

第２章 災害予防計画 

総則、河川災害予防計画、海岸保全災害防除計画、港湾漁港保全災害予防
計画、道路・橋りょう・鉄道災害防除計画、土砂災害防除計画、山地災
害防除計画、林道災害防除計画、農地災害防除計画、倒木被害防除計
画、避難情報の事前準備計画、防災知識の普及計画、自主防災活動 

第３章 災害応急対策計画 

県災害対策本部、情報収集・伝達、広報活動、水防組織、指定水防管理
団体・水防機関、水防に関する予警報、通信連絡系統、県の非常配備体
制、水防管理団体の水防計画、水防区域の危険箇所、水防資機材の整備
及び調達 

 

 

第１節 過去の顕著な災害 

 

１ 風水害 

（１）台風や線状降水帯等 

県下に大被害を与えた主な台風経路を見ると、右図のよう
になる。この経路を大別すると、以下の３つの経路となる。 

 

経路 状況 
県 下 を 南 西 方 向 か
ら、北東進するもの 

 この経路をとると、県の最も家屋密集地帯が暴風域あるいは強風域に入
るために大被害が起こりやすい。 

伊豆半島を南西から
かすめて北東進する
もの 

 この経路のときは、伊豆の山岳部で豪雨となる傾向があり、沿岸ではう
ねりが高まる。 

県の南部から、駿河
湾を北上するもの 

 この経路をとるときは、北部山岳部で特に雨量が多くなる傾向がある。 
 また、海岸地方で特に風が強まり、うねりによる被害も大きい。 

上記３つの経路以外にも、本市から離れた場所を台風が通過することで本市付近に停滞する前
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線を刺激し豪雨をもたらす場合がある。昭和49年７月７日に発生した「七夕豪雨」では、対馬海
峡を通過した台風第８号の影響により梅雨前線の活動が活発化し、県中部・西部を中心に大雨と
なった。静岡では24時間降水量508mmを記録し、死者44人、家屋全壊241戸など甚大な被害をも
たらした。 

また、令和４年9月23日に発生した台風第15号による記録的な大雨では、河川堤防の越水、内水
氾濫による浸水被害を引き起こした。特に、降り始めからの累加雨量が、黒俣に設置した雨量計
で373mmの記録的な大雨となり、土砂崩れにより死者１人、家屋床上浸水被害17戸など甚大な被
害が発生した。 

さらに、次々と発生する発達した雨雲（積乱雲）が列をなし数時間にわたってほぼ同じ場所を
通過または停滞することで作り出される、長さ50～300km程度、幅20～50km程度の線状に伸びる
強い降水域である線状降水帯による顕著な大雨によって、甚大な災害が生じる恐れがある。発生
メカニズムに未解明な点も多く、予想が難しいとされている。 

 
（２）低気圧 

○ 低気圧による被害は、大雨と強風によるものである。

県下に影響する低気圧の経路は、右図のようになる。 

○ (1)の経路の時は、これに伴う寒冷前線の突風や竜巻

による被害が多い。 

○ (2)(3)の経路の時は大雨になることが多く、中心も近

いため風も強まる。 

○ また(1)と(2)が同時に起こり大雨を降らせることも多

い。 

 

県下を襲った竜巻の発生地と経路（明 33～昭 39） 

２ 竜巻 

○ 竜巻は寒冷前線や台風に伴うものが多い。県

下の主たる竜巻の発生状況を右の図に示す。 

○ 竜巻は予測が難しいうえに、瞬間的に大被害

を与えるので予防が困難である。 
 

３ 地すべり等 

○ 地すべりは春から夏にかけての豪雨時期に発

生しやすい。 
 

４ 土石流 

○ 令和３年７月３日、熱海市伊豆山地区で発生した土石流は、逢初川の源頭部（海岸

から約２㎞上流、標高約390m付近）から逢初川に沿って流下した。 

○ この土石流により被災した範囲は、延長約１㎞、最大幅約120mにわたり、死者28

人、住家全壊53棟など甚大な被害をもたらした。 
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第２節 予想される災害と地域 
 

１ 風水害 
 

（１）洪水による浸水害 

主要河川は、菊川、牛渕川、下小笠川、原野谷川、逆川、倉真川、垂木川及び弁財天川である
が、菊川は、国の直轄改修事業により下流から整備を行っている。原野谷川については昭和45年
防災ダムの完成により、また、牛渕川、逆川、倉真川及び垂木川についても河川改修により徐々
に河川の流下能力は向上している。更に弁財天川についても河川改修が始まり、被害はむしろ小
河川の局地的地域で内水氾濫による被害が発生する傾向にある。また、老朽ため池についても補
修、補強により改修されつつある。 

しかしながら、気候変動に伴う集中豪雨の増加や相次ぐ大型台風の襲来により、時間雨量50mm
以上の非常に激しい降雨の発生回数が30年前に比べ約1.4倍へと増加し、国の試算では気候変動
２℃上昇した場合の降雨量は1.1倍、河川の流量は1.2倍、洪水の発生頻度は２倍になるとされてい
る。加えて宅地化の進行による雨水貯留機能の低下も相まって、都市の浸水リスクが今後ますま
す高まっていくと予想される。また、全国規模では整備水準の高い国の直轄河川である鬼怒川の
堤防決壊などを踏まえ、国土交通大臣の答申がなされ「施設の能力には限界があり、施設では防
ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革し、社会全体で洪水に備える必要がある
としている。いつ何時このような大災害に見舞われるか予測できない状況となっている。季節的
には６・７月の梅雨時に前線の活動がしばしば活発になり、大雨又は局地的集中豪雨に見舞われ
ることがある。また、８～10月にかけては台風の影響による暴風雨、豪雨災害が予想される。 

なお、10～11月にも発達した低気圧の通過で局地的な豪雨に見舞われることがある。 
 

（２）風害（竜巻災害） 

本市では竜巻による災害は台風や大雨、落雷等に比べて発生の頻度が低いが、竜巻災害の特性
を考慮して災害に適切に対応する必要がある。 

 

 

２ 高潮・高波 

太平洋に面した遠州灘海岸では、台風、低気圧等による高潮、高波の影響を受けやすいので全海
岸線にわたって災害が予想される。特に、８月～10月にかけては台風の影響による高潮、高波が発
生することがあり、11月～３月にかけては海上を吹走する西風のため、高波が発生することがある。 

 

３ 土石流・地すべり・がけ崩れ 

本市は、小笠山をはじめ、北部に広大な山林地帯を有し、降雨時や地震時にはがけ崩れ、土石流、
地すべりによる土砂災害が予想される。 
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第２章 災害予防計画 
 

 

第１節 総則 
 

この計画は、災害を未然に防止するとともに、災害発生時における被害の軽減を図ることを目的と
し、平素から行う措置について定めるものとする。また、社会情勢の変化に伴う災害脆弱性の高まり
について十分配慮しつつ防災対策を推進するものとする。 

市及び県は、治水、防災、まちづくり、建築を担当する各部局の連携の下、有識者の意見を踏まえ、
豪雨、洪水、高潮、土砂災害等に対するリスクの評価について検討するものとする。特に、豪雨や洪
水のリスク評価に際しては、浸水深や発生頻度等を踏まえて検討するよう努めるものとする。また、
前述の評価を踏まえ、防災・減災目標を設定するよう努めるものとする。 

市及び県は、豪雨、洪水、高潮、土砂災害等による危険の著しい区域については、災害を未然に防
止するため、災害危険区域の指定について検討を行い、必要な措置を講ずるものとする。 

なお、災害危険区域の指定を行う場合は、既成市街地の形成状況や洪水浸水想定区域等の状況を踏
まえ、移転の促進や住宅の建築禁止のみならず、県又は市町が定める水位より高い地盤面や居室の床
面の高さ、避難上有効な高さを有する屋上の設置など、様々な建築の制限を幅広く検討するものとす
る。 

市は、立地適正化計画による都市のコンパクト化及び防災まちづくりの推進にあたっては、災害リ
スクを十分考慮の上、居住誘導区域を設定するとともに、同計画にハード・ソフト両面からの防災対
策・安全確保対策を定める防災指針を位置付けるものとする。 

市及び県は、溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域について、都市的土地利用
の誘導を検討するに当たっては、豪雨、洪水、高潮、土砂災害等に対するリスクの評価のほか、その
地域の状況や地域でとり得る防災・減災対策を幅広く考慮して総合的に判断することとし、必要に応
じて、移転等も促進するなど、風水害に強い土地利用の推進に努めるものとする。 

市、県及び建築物の所有者等は、強風による屋根瓦の脱落・飛散防止を含む落下物の防止対策を図
るものとする。 

 

 

第２節 河川災害予防計画 
【担当部署：危機管理課、土木防災課、都市政策課、福祉課、健康づくり推進課、 

長寿推進課、こども保育支援課、学校教育課、教育政策課】 

１ 本市河川の特徴 

主な河川は、菊川、牛渕川、下小笠川、原野谷川、逆川、倉真川、垂木川、弁財天川などで、こ
れらの河川は、各種事業による改修が進められ、洪水や浸水の不安は一定程度解消されつつあるが、
近年、気候変動による降雨量・豪雨発生頻度の増加、郊外型住宅地の形成、流域開発などが進み、
河川への雨水流出量が増大していることから、未整備区間や内水氾濫が想定される地域では、依然
として洪水や浸水が引き起こされる危険が残っている。また、今後危険性が高まっていくことも予
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想される。したがって、未整備区間や国管理の一級河川や県管理の一級及び二級河川には整備を働
きかけ、準用・普通河川は市での整備を進めていく必要がある。 

 

２ 河川の治水対策 

○ 一級、二級河川の整備促進 
一級、二級河川の早期改修を働きかけ、安全なまちづくり・地域づくりのための整備を促進す

るとともに、管理道の整備も要請する。 
 

○ 準用・普通河川等の整備 
市が管理する河川等の改修を推進し、水害に対して安心できる地域づくりを推進していく。 

 
○ 雨水貯留池などの設置 

総合治水対策として、保水・遊水機能の確保のため、雨水貯留事業の検討を進める。 
 

○ 水位計などの設置 
水位計などにより河川管理者や市民が河川の状況を把握しやすくすることにより、浸水による

被害の未然防止に努める。 
 

資料編 2-1-1 重要水防箇所 
資料編 2-1-2 水防上重大な影響を持つ橋梁 
資料編 2-1-3 水防上注意を要する水門等 
資料編 2-1-4 水防上重大な関係を有する湛水防除施設 
資料編 2-1-5 水位観測所 

 
３ 浸水想定区域の指定と通知 

（１）県、国土交通省は、洪水予報を実施する河川又は洪水特別警戒水位を定めその水位に達した旨
の情報を提供する河川として指定した河川及び洪水による災害の発生を警戒すべきものとして国
土交通省令で定める基準に該当する河川について、想定し得る最大規模の降雨により河川が氾濫
した場合に浸水が想定される区域及び浸水した場合に想定される水深等を順次公表し、洪水浸水
想定区域として指定するとともに、関係市町の長に通知するものとする。なお、水防法に基づき
指定した洪水予報を実施する河川、避難判断水位、水位情報周知河川（氾濫危険水位（洪水特別
警戒水位）に達した旨の情報を提供する河川）は、本編第３章 第24節「水防計画」に示す。 

   河川管理者は、水害の激甚化、治水対策の緊要性、ダム整備の地理的な制約等を勘案し、緊急
時に既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用するため、「ダム洪水調節機能協議会」等
を組織し、利水ダム等の事前放流の取組を推進するものとする。 

 
（２）県又は市町は、雨水出水特別警戒水位に到達した旨の情報を提供する公共下水道等の排水施設

等として指定した排水施設等について、想定し得る最大規模の降雨により排水施設に雨水を排除
できなくなった場合又は排水施設から河川等に雨水を排水できなくなった場合に浸水が想定され
る区域を雨水出水浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に想定される水深、



第２章 災害予防計画 第２節 河川災害予防計画 

風水害-6  

浸水継続時間等を順次公表するとともに、県知事にあっては関係市町の長に通知するものとする。 

 

（３）知事等は、河川に隣接する低地その他の河川の氾濫に伴い浸入した水又は雨水を一時的に貯留
する機能を有する土地の区域のうち、都市浸水の拡大を抑制する効用があると認められる区域を、
貯留機能保全区域として指定することができる。 

 
（４）県は、特定都市河川流域のうち、洪水等により住民等に著しい危害が生ずるおそれがあると認

められる土地の区域で、一定の開発・建築行為等の制限をすべき土地の区域について、浸水被害
防止区域として指定することができる。 

 

４ 浸水想定区域等の指定に伴う実施事項 

（１）市は、国等により洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域（高潮浸水
想定区域については第２節３を参照）（以下、総称して「浸水想定区域」という。）の指定があ
ったときは、市地域防災計画において、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、洪水予報等の伝達
方法（水防法第１５条第１項第１号）、避難場所及び避難経路に関する事項、洪水、雨水出水又
は高潮に係る避難訓練に関する事項その他洪水時、雨水出水時又は高潮時（以下「洪水時等」）
という。）の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項について定める。 

 

（２）市は市地域防災計画において、浸水想定区域内に以下の施設がある場合には、これらの施設の
名称及び所在地、当該施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員に対する洪水予報等の
伝達方法について定める。 

ア 地下街等(地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設)で洪水時等に
利用者の円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止を図ることが必要なもの 

イ 要配慮者利用施設で洪水時等に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保が必要なもの 

ウ 大規模工場等（大規模な工場その他地域の社会経済活動に重大な影響が生じる施設として市
町が条例で定める用途及び規模に該当するもの）の所有者又は管理者から申出があった施設で
洪水時等に浸水の防止を図る必要があるもの 

       資料編 2-1-6（1）洪水  要配慮者利用施設一覧 
 

（３）浸水想定区域をその区域に含む市町の長は、市町地域防災計画において定められた洪水予報等
の伝達方法、避難場所及び避難経路に関する事項、洪水、雨水出水又は高潮に係る避難訓練に関
する事項その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並びに浸水想定区
域内の地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等の名称及び所在地について住民等に周知させ
るため、これらの事項を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（４）事業者は、危険物等関係施設が所在する地域の浸水想定区域の該当性並びに被害想定の確認を
行うとともに、確認の結果、風水害により危険物等災害の拡大が想定される場合は、防災のため
必要な措置の検討や、応急対策にかかる計画の作成等の実施に努めるものとする。 

 

 

（５）上記のうち、要配慮者利用施設については、洪水時等の利用者の円滑かつ迅速な確保を図るた
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めに以下の事項を定めるものとする。 
ア 浸水想定区域内に位置し、市地域防災計画に名称及び所在地等を定められた要配慮者利用施

設の所有者又は管理者は、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の
確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成しなければならない。当該計画
を作成したときは、遅滞なく、市長に報告しなければならない。計画を変更したときも同様と
する。 

また、市長は、上記要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、計画を作成していない場合、
当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要がある
と認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、必要な指示をすることが
できる。 

イ 市長は、上記指示を受けたにも関わらず、正当な理由なくその指示に従わなかったときは、
その旨を公表することができる。 

ウ 要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、計画に定めるところにより、円滑かつ迅速な避難
確保のための訓練を行わなければならない。 

エ 市及び県は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、
定期的に確認するよう努めるものとする。また、市町は、当該施設の所有者又は管理者に対し
て、 必要に応じて、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言等を行うものとする。 

オ 要配慮者利用施設の所有者又管理者は、自衛水防組織を置くよう努めなければならない。な
お、自衛水防組織を置いたときは、遅滞なく、当該自衛水防組織の構成員等を市長に報告しな
ければならない。当該事項を変更したときも同様とする。 

 

５ 連携体制の構築 

水災については、気候変動による影響を踏まえ、県及び国土交通省が組織する洪水氾濫による被
害を防止・軽減するためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的とした
「大規模氾濫減災協議会」、「流域治水協議会」等の既存の枠組みを活用し、国、県、市町、河川
管理者、水防管理者等に加え、公共交通事業者、メディア関係者、利水ダム管理者等の集水域を含
めた流域全体のあらゆる関係者が協働し、「流域治水」の取組を推進するための密接な連携体制を
構築するとともに、他の地方公共団体との応援協定を締結するなど、災害時における具体的な避
難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努めるものとする。 

   

第２章 災害予防計画 第２節 河川災害予防計画 
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第３節 海岸保全災害防除計画 
【担当部署：都市政策課】 

 

１ 本市海岸の特徴 

遠州灘沿岸は遠浅で海底勾配もゆるく砂浜が発達しているが、河川からの流送土砂の減少や突堤
などの沿岸構造物で漂砂の流れが阻害されることにより、近年では砂浜の浸食が一部で顕在化して
いる。今後十分な調査、研究を行って高潮、浸食対策を講じていく必要がある。 

 

２ 高潮、波浪等災害予防対策 

（１）海岸保全事業の施行 

市は、高潮発生の際に、被害の拡大を防ぎ、防災機能を高めるために、面的防護方式のような
複数の施設を有機的に連携させる方式など、地形的条件等を考慮しつつ、国、県等と連携して海
岸保全施設の整備を推進する。 

 

（２）防潮林、飛砂防備林の造成 

波浪、高潮、飛砂の被害を防止するため、防潮護岸工及び防潮林、飛砂防備林の回復に向けた
造成事業を施行する。 

 

（３）海岸保全区域の指定 

市は、高潮、波浪等から海岸を防護するため、又は海岸保全施設を防護するため必要があると
きは、防護すべき海岸区域を海岸保全区域として指定し、土石の採取、掘削その他の行為を制限
又は禁止する等の措置を講じ、海岸の維持管理の万全を期すよう、関係機関に積極的な働きかけ
を行う。 

 

３ 高潮浸水想定区域の指定及び周知等 

（１）県は、高潮により相当な損害を生ずるおそれがあり水防法に基づく高潮特別警戒水位を定める
海岸のほか、高潮による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定める基準に該当する
海岸について、想定し得る最大規模の高潮による氾濫が発生した場合に浸水が想定される区域及び
浸水した場合に想定される水深、浸水継続時間等を順次公表し、高潮浸水想定区域として指定する
とともに、関係市町の長に通知するものとする。) 

 
（２）高潮浸水想定区域の指定に伴う実施事項は、第２節 河川災害予防計画 ４「浸水想定区域等の

指定に伴う実施事項」のとおり。 
 
（３）市は、高潮災害に対する住民の警戒避難体制として、高潮警報等が発表された場合に直ちに避

難指示等を発令することを基本とした具体的な避難情報の発令基準を設定するものとする。また、
潮位に応じた想定浸水範囲を事前に確認し、想定最大までの高潮高と避難対象地域の範囲を段階的
に定めておくなど、高潮警報等の予想最高潮位に応じて想定される浸水区域に避難指示等を発令で
きるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ見直すよう努める。 
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第４節 道路・橋りょう・鉄道災害防除計画 
【担当部署：都市政策課、土木防災課、維持管理課】 

 

市は、古くから交通の要衝として発展をしてきており、ＪＲ東海道新幹線、ＪＲ東海道本線、東名
高速道路、新東名高速道路、国道１号及び国道１５０号など東西に国等の主要幹線が横断し広域ネッ
トワークを形成している。これらの資源を活かし、都市の活力を増やしつつ安全・安心のまちづくり
を実現するために掛川地域、大東地域、大須賀地域の市街地や北部の中山間地域から南部海岸部を結
ぶ南北方向の道路網整備が必要である。特に、海岸部においては津波避難路の整備、中山間部におい
ては災害時に集落の孤立化を防ぐ道路整備が急務である。 

橋梁については、老朽化した橋梁の補修・架け換えや落橋防止などの耐震対策事業を推進していく。 

 

１ 道路・橋りょう 

（１）都市計画道路などの整備 

緊急輸送路と連携を持った道路網の整備を促進するとともに、緊急避難路の役割を担う南北方
向の都市内交通ネットワーク等の形成を図る。 

（２）広域幹線道路の整備 

隣接市町と連携し、災害に強い広域的な道路整備を進める。 

（３）市道の整備 

住民の安全や、地域内輸送向上のため、計画的な市道整備を進める。 

（４）市内分断やアクセス路の安全性向上のための橋梁・トンネルの整備 

定期的な点検を行い、計画的な修繕に努めると共に、災害発生のおそれのある箇所については
補強対策等を実施する。 

（５）パトロールの実施 

安全、快適な道路環境を維持するとともに、定期的にパトロールを実施し、事前通行規制の実
施など災害の未然防止に努める。 

（６）人員、資機材等の確保 

道路管理者は、発災後の道路の障害物除去、応急復旧に必要な人員、資機材等の確保について
建設業者等との協定の締結に努める。 

（７）道路冠水箇所の対策 

冠水観測システムを整備し、通行車両等の道路利用者に道路の冠水状況を周知するとともに、
道路管理者は通行規制等の安全対策を実施するタイミングの参考にすることで、災害の未然防止
に努める。 

市及び県は、アンダーパス部等の道路の冠水を防止するため、排水施設及び排水設備の補修等
を推進する。また、渡河部の道路橋や河川に隣接する道路の流失により、道路の途絶による被災
地の孤立が長期化しないよう、洗掘防止や橋梁の架け替え等の対策を推進するものとする。 

 

資料編 3-5-1 建設（事）業協同組合加盟事業所、災害連絡網一覧表 

   



第２章 災害予防計画 第５節 土砂災害防除計画 

風水害-10  

 

第５節 土砂災害防除計画 
【担当部署：危機管理課、都市政策課】 

 

掛川市防災会議は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」(平成12
年法律57号、以下「土砂災害防止法」という)の定めにより、県知事により土砂災害警戒区域を指定さ
れた場合には、指定緊急避難場所の指定及び避難連絡体制等の整備を図るよう努める。 

 

 

１ 本市の土砂災害対策 

本市では、土砂災害警戒区域（土石流、地すべり、急傾斜地の崩壊）が1,348箇所存在している。
また、農林水産省及び林野庁指定の地すべり危険地区が６箇所存在している。 

これらの土砂災害防止に当たっては、県と協議しながら土砂災害防止法に基づき警戒体制の整備
を推進し、市は、県が実施するこれらの指定や対策工事の推進に協力する。 

なお、土砂災害警戒区域は資料編に示す。警戒区域の概要は下記のとおりである。 

 

＜土砂災害警戒区域の概要＞ 

種類 区分 内容 

土砂災害警戒区域 

（土石流） 

国土交通省 

土石流による被害の発生するおそれのある渓流 

土砂災害警戒区域 

（地すべり） 
地すべりによる被害の発生するおそれのある箇所 

土砂災害警戒区域 

（急傾斜地の崩壊） 

急傾斜地崩壊（がけ崩れ）により被害のおそれのある箇
所 

山腹崩壊危険地区 

農林水産省 

林野庁 

地形（傾斜、土層深）、地質、林況等からみて、山腹崩
壊により人家、公共施設に被害を与えるおそれがある地区 

崩壊土砂流出危険地区 

地形（傾斜、土層深、渓床勾配）、地質、林況等からみ
て山腹崩壊等により発生した土砂が土石流となって流出
し、人家、公共施設に被害を与えるおそれのある地区 

地すべり危険地区 
地すべりが発生している或いは地すべりが発生するおそ

れがある地区 

資料編 2-1-  7地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域（危険箇所）一覧表 

資料編 2-1-  8急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊
危険区域 

資料編 2-1-  9土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域指定一覧表 

資料編 2-1-10ため池一覧表・パトロール箇所 

 
 

２ 砂防事業 

市は、県が実施する土石流の発生するおそれのある渓流に対し、砂防指定地の指定、土砂の崩壊
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を助長・誘発する行為の制限、土砂の生産抑止と流路内における流出土砂の調節を図るための防災
設備の整備の実施に協力する。また、土石流危険渓流については表示板等を設置し、地区住民の意
識啓発に努める。 

なお、特に危険性が高い土石流危険渓流を中心に、随時パトロールを実施し、豪雨後には、必要
に応じて既設砂防施設について点検を実施する。 

 

３ 地すべり対策事業 

ひとたび地すべりが発生すると、多くの人家、農耕地、公共施設等に直接被害を与えるにとどま
らず、降雨等により重大な二次災害の発生が予想される。 

このため、市は県が実施する地すべり等防止法(昭和33年法律第30号)に基づき地すべり防止区域
として指定、活動の著しい地区の防止工事を重点的に実施するなど、災害防止に必要な諸対策の実
施に協力する。 

 

４ 急傾斜地崩壊対策事業 

急傾斜地崩壊(がけ崩れ)防止施設の整備については、本来、がけの所有者あるいは管理者が自ら
実施することを原則としているが、本人が実施することが困難あるいは不適当な自然がけについて
は、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律(昭和44年法律第57号)に基づき、県が急傾斜地
崩壊危険区域に指定し、区域内の立木竹の伐採、土石の採取又は集積などの行為を制限し、防災体
制の確立を図るとともに、危険度の高い箇所から積極的に防止工事を実施する。 

 

（１）市は、がけ崩れの発生する危険性が高い場所の実態を把握し、対策を要望する。なお、地震や
豪雨後には、必要に応じて既設砂防施設について点検を実施する。 

 

（２）急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）に基づき、住家密集地
域における危険度の高い急傾斜地について、災害の未然防止を図るため、指定の促進を県に要望
する。 

 

（３）特に相当数の居住者に危険が予想される地域については、地元住民の協力の下に災害防止の観
点から順次急傾斜地崩壊危険区域として指定を受け、防災工事が進められるよう努める。 

また、既存の指定地域と併せて、地域住民に対し、当該区域の危険の状態の周知と当該区域内
での行為(工作物の設置、立木竹の伐採、土石の採取等)の規制が効果的に実施されるよう指導す
る。 
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５ 土砂災害警戒情報及び土砂災害緊急情報の提供と活用 

（１）土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 

土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対
策の推進に関する法律（以下、土砂災害防止法という。）第６条及び第８条の規定に基づき、知
事が指定する。 

 

①土砂災害警戒区域 

土砂災害のおそれのある区域で、土砂災害を防止するために警戒避難体制を特に整備すべき土
地の区域 

 

②土砂災害特別警戒区域 

土砂災害警戒区域のうち、建築物に損壊が生じ、市民等に著しい危害が生じるおそれがある区
域 

なお、県は、市長の意見を聴いて、土砂災害により著しい危害が生じるおそれのある区域を土
砂災害特別警戒区域として指定し、当該区域について以下の措置を講ずる。 

ア 住宅宅地分譲地、社会福祉施設等のための開発行為に関する許可 

イ 建築基準法に基づく建築物の構造規制 

ウ 土砂災害時に著しい損壊が生じる建築物に対する移転等の勧告 

エ 勧告による移転者への融資、資金の確保 

 

（２）市の責務 

市は、土砂災害警戒区域等の指定があったときは、市地域防災計画に、当該計画区域ごとに土
砂災害に関する情報の収集及び伝達、予報・警報及び土砂災害警戒情報の伝達、避難、救助その
他当該警戒区域における土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制について定める。 

区分 内容 

土砂災害警戒
区域の警戒・
避難体制の整
備 

• 市は、土砂災害防止法第７条に基づき、土砂災害を防止するために必要
な警戒避難体制の整備を図る。 

• 市は指定される土砂災害警戒区域等における住民の安全確保対策のた
め、静岡県土砂災害警戒情報（避難が必要とされる警戒レベル４に相
当）、土石流の前兆現象等に基づき、必要と認める地域の住民に対し、
高齢者等避難、避難指示等の防災対策が適時適切に行えるようにすると
ともに、安全な避難所を明示する。 

• また、土砂災害警戒区域毎に情報伝達、予警報の発令・伝達、避難、救助
その他必要な警戒避難体制に関する事項を定めるとともに住民に周知す
る。さらに、土砂災害警戒区域内に主として避難行動要支援者が利用する
施設がある場合は、土砂災害に関する情報等の伝達方法を確立し、円滑な
警戒避難が行えるようにする。 
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土砂災害に関
する情報等の
収集 

• 市は、土砂災害警戒情報が発表された場合、直ちに避難指示等を発令す
ることを基本とする具体的な避難指示等の発令基準を設定する。 

• 市は、土砂災害警戒区域等を避難指示等の発令単位として事前に設定
し、土砂災害警戒情報及び土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険
度分布）等を用い、事前に定めた発令単位と危険度の高まっている領域
が重複する区域等に避難指示等を適切な範囲に絞り込んで発令できるよ
う、発令範囲をあらかじめ具体的に設定する。 

• 市は、インターネットで公表される最新のリアルタイムの防災気象情報
（気象情報、気象注意報・警報・特別警報、雨量に関する情報、土砂キ
キ ク ル （ 大 雨 警 報 （ 土 砂 災 害 ） の 危 険 度 分 布 ） （ 気 象 庁 ホ ー ム ペ ー
ジ）、土砂災害警戒情報補足情報システム（県ホームページ）等）の確
認・把握に努める。 

市民への情報
伝達方法 

• 土砂災害に関する情報や避難情報は、市防災行政無線、広報車、電話、
ＦＡＸ、テレビ、ラジオなどにより、警戒区域内の住民に対し確実に伝
達する。 

避難行動要支
援者施設への
情報伝達体制 

• 土砂災害警戒区域内に、高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に防災上
の配慮を必要とする要配慮者が利用する施設がある場合は、当該施設の
利用者の円滑かつ迅速な避難を確保するため、電話、ＦＡＸ等による土
砂災害に関する情報の伝達体制を整備する。 

• 避難行動要支援者施設の範囲は以下のとおりとする。 

 

避難行動要支援者 

施設の範囲 

ア 老人福祉施設、児童福祉施設、障がい者施
設等の社会福祉施設 

イ 診療所等医療施設（有床に限る。） 

ウ 幼稚園、保育所、認定こども園等 

 

 

防災知識の普
及及び土砂災
害に対する防
災訓練の実施 

• 土砂災害防災訓練及び土砂災害図上訓練等を開催し、土砂災害警戒区域
周辺の関係住民に対し防災知識の普及に努める。 

• 訓練を通して、土砂災害警戒区域住民は、避難指示等を想定した避難・
情報伝達等訓練を実施するなど、的確な避難行動がとれるよう努める。 

 
 

６ 土砂災害防止法の施行 

区分 内容 

市防災計画 
• 掛川市防災会議は、掛川市地域防災計画において、土砂災害警戒区域ごと

に、次に掲げる事項について定めるものとする。 
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① 土砂災害に関する情報の収集
および伝達並びに予報又は警報
の発令及び伝達に関する事項 

第２章 第５節 ５「土砂災害警戒
情報及び土砂災害緊急情報の提供と活
用」の定めに順ずる。 

② 避難施設その他の避難場所及
び避難路その他の避難経路に関
する事項 

避難施設その他の避難場所について
は、資料編 第３章 第２節「避難関
係」（２）「指定緊急避難場所」の定
めに従い、避難路その他の避難経路に
関する事項は、掛川市防災ガイドブッ
クの家庭の避難計画の定めに従うもの
とする。 

③ 災害対策基本法第48条第１項
の防災訓練として市長が行う土
砂災害に係る避難訓練の実施に
関する事項 

第２章 第５節 ５「土砂災害警戒
情報及び土砂災害緊急情報の提供と活
用」の定めに順ずる。 

④ 警戒区域内に、要配慮者利用
施設（社会福祉施設、学校、医
療施設その他の主として防災上
の配慮を要する者が利用する施
設をいう。以下同じ。）であっ
て、急傾斜地の崩落等が発生す
るおそれがある場合における当
該要配慮者利用施設を利用して
いる者の円滑かつ迅速な避難を
確保する必要があると認められ
るものがある場合にあっては、
当該要配慮者利用施設の名称及
び所在地に関する事項 

第２章 第５節 ５「土砂災害警戒
情報及び土砂災害緊急情報の提供と活
用」の定めに順ずる。 
 

⑤ 救助に関する事項 
共 通 対 策 編 第 ３ 章 第 ７ 節  ２

「被災者の救助」の定めに順ずる 

⑥ 前項④に掲げる事項を定める
ときは、要配慮者利用施設を利
用している者の円滑かつ迅速な
避難を確保するための土砂災害
に関する情報、予報及び警報の
伝達に関する事項 

第２章 第５節 ５「土砂災害警戒
情報及び土砂災害緊急情報の提供と活
用」の定めに順ずる。 
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要配慮者利用
施設の所有者
等に対する指
示等 

• 土砂災害警戒区域内に位置し、地域防災計画にその名称及び所在地を定められ
た要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、急傾斜地の崩壊等が発生するおそ
れがある場合における当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速
な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成しなけ
ればならない。当該計画を作成したときは、遅滞なく、市長に報告しなければ
ならない。計画を変更したときも同様とする。報告を受けた市町長は、要配慮
者利用施設所有者又は管理者に対し、必要な助言又は勧告をすることができ
る。 

• また、市長は、要配慮者利用施設所有者又は管理者が、上記計画を作成してい
ない場合は、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配
慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要が
あると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、必要
な指示をすることができる。市長は、上記指示を受けたにも関わらず、正当な
理由なくその指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

• 要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、計画で定めるところにより、円滑か
つ迅速な避難の確保のための訓練を行わなければならない。 

• 市及び県は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況
等について、定期的に確認するよう努めるものとする。 

住民への周知 

• 市長は、地域防災計画に基づき、土砂災害に関する情報の伝達方法、土砂災害
（土石流・地すべり・がけ崩れ）が発生するおそれがある場合における避難施
設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項その他警戒区域
における円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を住民等に周知させるた
め、これらの事項を記載した印刷物（防災ガイドブック・土砂災害ハザードマ
ップ）の配布その他の必要な措置を講ずるものとする。 

• 県は、電子地図の提供等により、市を支援するものとする。 

避難指示等の
解除 

• 市長は、避難指示等を解除しようとする場合において、必要があると認められ
るときは、国土交通省又は県に対して、当該解除に関する事項について、助言
を求めることができる。この場合において、国土交通省又は県は、必要な助言
をするものとする。 

事業者の対応 

• 事業者は、危険物等関係施設が所在する地域の土砂災害警戒区域等の該当性並
びに被害想定の確認を行うとともに、確認の結果、風水害により危険物等災害
の拡大が想定される場合は、防災のため必要な措置の検討や、応急対策にかか
る計画の作成等の実施に努めるものとする。 
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＜土砂災害警戒区域内の要配慮者施設等＞ 

通
し
番
号 

要配慮者施設等 土砂災害警戒区域指定箇所 

施設名 施設所在地 施設区分 
箇所 
番号 

警戒 
区域名 

大字 字 
告示 

年月日 

1 日坂小学校 
大野 
３－１ 

小学校 
213-Ⅲ 
-0001 

大野沢 大野 大向 
2007年 
1月30日 

2 
特別支援学校 
ねむの木 

上垂木 
２９７９－２ 

特別支援学
校 

109-Ⅰ 
-3830 

上垂木
知蓮 

上垂木 知蓮 
2007年 
3月23日 

3 
ねむの木学園感
謝の心 

上垂木 
３０１１ 

障がい福祉
サービス事
業所 

109-Ⅰ 
-3830 

上垂木
知蓮 

上垂木 知蓮 
2007年 
3月23日 

4 
さくらぎこども
館 

家代 
１７３８－１ 

児童福祉施
設 

109-Ⅱ 
-2821 

家代江
津Ｂ 

家代 
江津
他 

2008年 
6月27日 

5 さかがわ幼稚園 
伊達方 
４７４－１ 

幼稚園 
109-Ⅰ 
-3822 

伊達方
諏訪 

伊達方 
諏訪
ノ谷 
他 

2009年 
2月27日 

6 旧原田小学校 
原里 
１６２３－１ 

小学校 

213-Ⅰ 
013 
109-Ⅰ 
-1908 

原里高
山 

原里   

2010年 
2月26日 
2018年 
1月4日 

7 
グループホーム
水垂の里 

水垂 
１２６－１ 

老人福祉関
係施設 

109-Ⅰ 
-3816 

水垂西
山 

水垂 
西山
他 

2010年 
3月30日 

8 
掛川市立ききょ
う荘 

水垂 
４７９－１ 

老人福祉関
係施設 

109-Ⅱ 
-3110 

水垂大
坪 

水垂 大坪 
2010年 
3月30日 

9 
医療法人社団綾
和会掛川北病院 

下垂木 
３３５０ 

医療提供施
設 

109-Ⅱ 
-2999 

下垂木
飛鳥Ｅ 

下垂木 飛鳥 
2012年 
3月30日 

10 掛川西高等学校 
城西 
１－１－６ 

高等学校 
109-Ⅱ 
-3198 

掛川 掛川   
2012年 
3月30日 

11 

掛川市中部地域
健康医療支援セ
ンター「中部ふ
くしあ」 

杉谷南 
１－１－３０ 

医療提供施
設 

109-Ⅱ 
-3268 

杉谷鍋
倉 

杉谷 
鍋倉
他 

2012年 
3月30日 

12 
特別養護老人ホ
ーム大東苑 

下土方 
３５８４－１ 

老人福祉関
係施設 

109-Ⅱ 
-4041 

下土方
畑ヶ谷 

下土方 
畑ヶ
谷  

2012年 
3月30日 
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通
し
番
号 

要配慮者施設等 土砂災害警戒区域指定箇所 

施設名 施設所在地 施設区分 
箇所 
番号 

警戒 
区域名 

大字 字 
告示 

年月日 

13 
掛川市老人福祉
センター山王荘 

大坂 
２４４３ 

老人福祉関
係施設 

109-Ⅰ 
-3863 
447-Ⅰ 
-002 
447-Ⅰ 
-003 

大坂谷
口 
大坂沢 
 
 
太田沢 

大坂 

谷口
他 
寺部
他  
 
谷口
他 

2012年 
3月30日 

14 横須賀高等学校 
横須賀 
１４９１－１ 

高等学校 
109-Ⅰ 
-1949 

横須賀
愛宕下 

横須賀  
2013年 
3月26日 

15 上内田小学校 
上内田 
３３２５ 

小学校 
109-Ⅰ 
-3827 

板沢原 板沢   
2014年 
3月14日 

16 城東中学校 
下土方 
６８０ 

中学校 

109-Ⅲ 
-0837 
109-Ⅱ 
-4069 

下土方
番場 
下土方
番場B 

下土方  

2014年 
3月14日 
2017年 
3月31日 

17 佐束小学校 
小貫 
１４７４ 

小学校 
109-Ⅰ 
-2050 

小貫堂
脇 

小貫  
2015年 
3月31日 

18 
掛川障がい者支
援センターきら
ら上内田 

上内田 
９１４－６ 

地域活動支
援センター 

109-Ⅱ 
-3273 

上内田
大谷A 

上内田 
大谷
他 

2016年 
3月29日 

19 桜木小学校 
下垂木 
１４７２－１ 

小学校 
109-S 
-1572 

下垂木
峯A 

下垂木 峯他 
2019年 
3月19日 

20 
ねむの木学園施
設ガラス工房 

上垂木 
３１４１－３ 

障がい福祉
サービス事
業所 

109-S 
-1536 

上垂木
知連C 

上垂木 知連 
2019年 
3月19日 

21 
ねむの木学園施
設雑貨屋さん 

上垂木 
３１０９－１ 

障がい福祉
サービス事
業所 

109-S 
-1534 

上垂木
知連D 

上垂木 知連 
2019年 
3月19日 

22 
ねむの木学園施
設お花屋さん 

上垂木 
３１０９－１ 

障がい福祉
サービス事
業所 

109-S 
-1534 

上垂木
知連D 

上垂木 知連 
2019年 
3月19日 

23 
ねむの木学園や
さしいお家・星
に祈る 

上垂木 
２９７９－１ 

障がい福祉
サービス事
業所 

213-S 
-056 

上垂木
沢B 

上垂木 
小中
野 

2019年 
3月19日 
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通
し
番
号 

要配慮者施設等 土砂災害警戒区域指定箇所 

施設名 施設所在地 施設区分 
箇所 
番号 

警戒 
区域名 

大字 字 
告示 

年月日 

24 
県立掛川工業高
等学校 

葵町 
１５－１ 

高等学校 
109-S 
-1671 

葵町 葵町  
2020年 
2月21日 

25 
第一小学校学童
保育所（ひまわ
りクラブ） 

掛川 
１１０２－５ 

児童福祉施
設 

109-S 
-1672 

掛川子
角山 

掛川 
子角
山 

2020年 
2月21日 

26 
高齢者福祉施設
ＪＡデイサービ
ス大城 

大坂 
２５２８ 

老人福祉関
係施設 

109-S 
-1784 

大坂藪
田C 

大坂 藪田 
2020年 
2月21日 

 

 

７ その他のソフト対策 

区分 内容 

土砂災害警戒区域
等の周知 

市は、インターネットによる土砂災害警戒区域マップ・土砂災害特別警
戒区域マップの公表等を行い、土砂災害警戒区域等の周知を図る。 

「土砂災害に対する
防災訓練」の実施 

県と市は連携して、「土砂災害に対する防災訓練」を実施し、警戒避難体
制の強化を図る。 

 

   

第２章 災害予防計画 第５節 土砂災害防除計画 
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第６節 山地災害防除計画 
【担当部署：農林課】 

 

森林は、水源かん養や土砂流出防止等の多面的機能を果たすが、林業経営の不振等により、管理が
不十分な人工林も多いため、保水機能や土砂流出防止機能等の低下も予測され、地震や気象状況に伴
う土砂崩れや風水害の発生も懸念される。そのため、谷止事業や人工林の管理・育成に努め、災害防
止を図る。 

 

１ 本市の山地災害対策 

市は、県と連携して地形、地質、植生などの要因により山腹崩壊や土石流等が発生し、人家や公
共施設等に被害を及ぼす危険性の高い箇所を｢山地災害危険地区」に指定し、計画的に治山事業を実
施して山地災害の防止、軽減を図る。 

市及び県は、山地災害危険地区等における治山施設の整備等のハード対策と、山地災害危険地区
に係る監視体制の強化、情報提供等のソフト対策の一体的な実施、地域の避難体制との連携により、
減災効果の向上を図るとともに、森林の整備・保全の推進により、山地災害の発生防止に努めるも
のとする。特に、尾根部からの崩落等による土砂流出量の増大、流木災害の激甚化、広域にわたる
河川氾濫など、災害の発生形態の変化等に対応するため、流域治水の取組と連携しつつ、土砂流出
の抑制、森林土壌の保全強化、流木対策等を推進するものとする。 

 

２ 治山事業 

森林の持つ保水機能や土砂流出防止機能等を高めるために、危険箇所の谷止事業をはじめ、人工
林の適切な管理、広葉樹林等の育成に努め、治山対策を進める。 

 

＜事業計画＞ 

事業名 施工箇所 備考 

海岸防災林造成事業 大渕地区 Ｒ７～R10 

海岸防災林造成事業 浜野地区 Ｒ７～R10 

海岸防災林造成事業 浜川新田地区 Ｒ７～R10 

海岸防災林造成事業 国安地区 Ｒ７～R10 

保育事業 市内海岸域 Ｒ７ 

保安林改良事業 大渕 Ｒ７ 

保安林機能強化 沖之須 Ｒ７ 

県単独治山事業 黒俣 Ｒ７ 

復旧治山事業 日坂 Ｒ７ 

治山施設等管理事業 千浜 Ｒ７ 

豪雨等災害対策緊急（地すべり）事業 東山 Ｒ６～Ｒ７ 

緊急総合治山事業 丹間 Ｒ７ 

県土強靭化対策山地災害防止事業 倉真 Ｒ６～Ｒ７ 
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３ 総合的な山地災害対策 

○ 毎年度、6月1日～15日の治山パトロール等により、既存の治山施設の点検や保安林の機能の発現
状況を確認し、災害危険箇所の早期発見と災害発生の未然防止を図る。 

 
○ 山地災害危険区域の情報を市民にインターネット等を通じて提供し、地域防災対策への活用等を

促して地域住民自らが避難する体制の支援を図る等の減災に向けた取組みを進める。 
 

 

 

第７節 林道災害防除計画 
【担当部署：農林課】 

 

林道は、林産物の搬出ばかりではなく、地域の生活道路としての役割も求められ、また、近年、都
市住民の森林への関心も高まり、今後、林道の通行車両の増大が見込まれているが、急峻な地形に開
発されているため、幅員も狭く、急なカーブの箇所もあり、落石等危険な箇所もあるため、計画的に
危険箇所の改良を実施し通行の安全を図る。 

 

 

＜林道事業＞ 

被災時の集落間連絡路（迂回路）としての林道新設、並びに災害を受けにくい林道とするための改
良事業を実施する。 

 

＜事業計画＞ 

事業名 施工箇所 備考 

農山漁村地域整備交付金事業 大尾大日山線 Ｒ6～Ｒ15 

社会環境基盤重点林道整備事業 大尾大日山線 Ｒ6～Ｒ15 

県単独林道補助事業 大尾大日山線 Ｒ6～Ｒ15 

県単独林道補助事業 原ノ平線 Ｒ7 

県単独林道補助事業 萩間黒俣線 Ｒ7～ 

 

 

第８節 農地災害防除計画 
【担当部署：農林課】 

 

農地の防災については、災害を未然に防止すべく事前に十分な調査を行い、各種の事業に合わせて
積極的に進め、災害の予防を図る。 
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ため池においては、崩壊及び溢水による被害を防止するため、築堤の補強及び付帯構造物の新設改
修等を進めるとともに、災害時に迂回路や避難経路となる農道についても調査を行い必要な措置を講
じる。 

また、河川内の不用となる土地改良施設についても防災の観点から撤去に努めるものとする。 

 

１ ため池等整備事業 

（１）パトロールの実施 

防災上又は管理上重要なため池については、必要に応じてパトロールを実施する。 

 

（２）決壊した場合に影響が大きいため池等整備事業 

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのあるため池
を防災重点農業用ため池に指定するとともに、地震や豪雨・劣化による決壊を防止するため、調
査及び防災工事を実施し、利用実態のないため池については廃止を進める。 

市内に存在する防災重点農業用ため池について、定期的に点検を行い、決壊の危険性を早期に
把握する。 

ア 定期点検の頻度：１回／年 

イ 定期点検を行う者：ため池の管理者 

 

また、防災重点農業用ため池について、緊急連絡体制の整備等を推進するとともに、決壊した
場合の影響度が大きいため池から、ハザードマップの作成配布等を計画的に推進し、地域の安全
性の確保を図る。 

 

＜事業計画＞ 

区分 事業名 施工箇所 備考 

県
営
事
業 

ため池（宝谷池） 掛川市初馬地内 Ｈ30～Ｒ１ 

ため池（奥山沢池） 掛川市上遊家地内 Ｈ26～Ｒ５ 

ため池（初馬菖蒲ヶ谷） 掛川市初馬地内 Ｈ29～Ｒ１ 

防災ダム（原野谷ダム） 掛川市丹間地内 Ｒ３～R12 

ため池（居沼池） 掛川市大坂地内 Ｈ29～Ｒ５ 

ため池（上内田大谷池） 掛川市上内田地内 Ｈ29～Ｒ２ 

ため池（桜木池） 掛川市上垂木地内 Ｈ29～Ｒ１ 

ため池群倉真川 掛川市上西郷ほか Ｈ30～Ｒ６ 

ため池群原谷川１期 掛川市伊達方ほか Ｈ30～Ｒ５ 

ため池群原野谷川２期 掛川市上垂木ほか Ｈ30～Ｒ４ 

ため池群菊川水系掛川 掛川市上土方ほか Ｈ30～Ｒ７ 

ため池群太田川水系掛川1期 掛川市水垂ほか Ｒ５～Ｒ10 

鹿島堰 掛川市国包 Ｒ２～Ｒ８ 
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団
体
営
事
業 

ため池調査計画 掛川市全域 Ｈ25～Ｒ７ 

ため池群太田川水系掛川 掛川市下俣ほか Ｒ８～14 

農道橋耐震調査（蓮池橋） 掛川市蓮池 Ｒ５～６ 

農道橋耐震調査（菅沢橋） 掛川市八坂 Ｒ６ 

農道橋耐震調査（宮の前橋） 掛川市大和田 Ｒ６ 

農道橋耐震調査（光徳橋） 掛川市中西之谷 Ｒ７ 

農道橋耐震調査（金平橋） 掛川市上西郷 Ｒ７ 
 

 

２ 農地保全事業 

農地の地すべりによる被害を低減するため、地すべり現象を未然に防止する整備を行う。 

 

＜事業計画＞ 

事業名 施工箇所 備考 

地すべり対策（御林） 掛川市日坂地内 Ｈ23～28 

地すべり対策（御林２期） 掛川市日坂地内 Ｈ30～Ｒ10 

 

 

３ 海岸保全事業 

「海岸法」基づき、津波、高潮、波浪等から農地の災害を予防するために必要な堤防、護岸等の
新設・改修を関係機関へ依頼する。 

 

 

４ たん水防除事業 

排水河川の変化及び地目変化等他動的原因による状況の変化により、著しく排水不良になった地
区の排水機、排水樋門、堤防等の新設又は改修を行い、管理の省力化を図るとともに予想される農
地及び農業用施設のたん水被害を未然に防止する。 

 

 

第９節 倒木被害防除計画 

【担当部署：農林課】 

 

市、電気事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網、通信網に支障が生じることへの
対策として、地域性を踏まえつつ、予防伐採等による予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、
相互の連携・協力の拡大に努めるものとする。 

また、市及び県は、災害の未然防止のため、森林所有者、施設管理者等との間での協定の締結を推
進するとともに、林野庁の支援等を活用し、送配電線、道路等の重要な施設に近接する森林の整備を
推進するものとする。 
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第10節 盛土災害防除計画 

【担当部署：都市政策課】 

 

市及び県は、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく既存盛土等に関する調査及び盛土による災害

防止に向けた総点検等を踏まえ、人家・公共施設等に被害を及ぼすおそれのある盛土に対する安全性

把握のための詳細調査、崩落の危険が確認された盛土に対する撤去、擁壁設置等の対策を国土交通省、

環境省（不法投棄された廃棄物が盛土に混入している場合に限る。）、農林水産省及び林野庁の支援

を得て行うものとする。 

市及び県は、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく管内の既存盛土等に関する調査等を実施し、

必要に応じ、把握した盛土等について安全性把握のための詳細調査や経過観察等を行うものとする。

また、これらを踏まえ、危険が確認された盛土等について、宅地造成及び特定盛土等規制法などの各

法令に基づき、速やかに監督処分や撤去命令等の行政処分等の盛土等に伴う災害を防止するために必

要な措置を行うものとする。さらに県は、当該盛土等について、対策が完了するまでの間に、市町に

おいて地域防災計画や避難情報の発令基準等の見直しが必要になった場合には、適切な助言や支援を

行うものとする。 

県は、不適正な盛土事案の課題解決を図るため、副知事を座長とした部局横断組織である「静岡県

盛土等対策会議」を設置する。その下部組織として、現場レベルの地域部会を置き、県と市町等の関

係機関が連携し、的確な対応につなげるべく初期段階から情報共有を行うものとする。 

 

第11節 避難情報の事前準備計画 

【担当部署：危機管理課、関係各課】 

 

市は、高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保、災害発生情報といった避難情報について、河川管
理者、水防管理者、気象台等の協力を得つつ、洪水、土砂災害、高潮等の災害事象の特性、収集でき
る情報を踏まえ、避難すべき区域や判断基準、伝達方法、警戒レベルに対応した避難行動や避難の際
の留意点等を明確にしたマニュアルを作成し、住民への周知及び意識啓発に努める。 

 

１ 避難情報の判断・伝達マニュアルの作成 

（１）市は、市域の河川特性等を考慮し、内閣府の「避難情報に関するガイドライン」(令和３年５月)
を踏まえ、洪水、土砂災害に対する「避難情報の判断・伝達マニュアル」を作成する。 

具体的な避難情報の発令基準の設定に当たっては、洪水予報河川等及び水位周知下水道につい
ては、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等による。それら以外の河川等
についても、氾濫により居住者や地下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したもの
については、洪水警報の危険度分布等により具体的な避難情報の発令基準を策定することとする。
また、安全な場所にいる人まで避難地等へ避難した場合、混雑や交通渋滞が発生 するおそれ等が
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あることから、災害リスクのある区域に絞って避難指示等の発令対象区域を設定するとともに、
必要に応じて見直すよう努めるものとする。 

 
（２）市は、近年の都市型豪雨等に対応するため、タイムライン等の最新の知見を参考にするなど、

適宜、マニュアルを改訂するよう努めるものとする。 
 
（３）沿岸市は、大型台風による高潮の被害想定を踏まえ、高潮、津波に対する「避難情報の判断・

伝達マニュアル」を作成するよう努めるものとする。 
 
（４）市は、「避難情報の判断・伝達マニュアル」を作成するに当たり、県に技術的専門的な助言及

び作成支援を求める。 
 

２ 住民への周知・意識啓発 

（１）市は、避難指示、緊急安全確保、災害発生情報が発令された際、避難地への移動（立退き避
難・水平避難）、知人・友人宅をはじめとした「近隣の安全な場所」への移動、自宅・施設等の
浸水しない上階への避難(垂直避難)、自宅・施設等の浸水しない上層階に留まる(退避)等により安
全を確保する「屋内安全確保」など状況に応じた多様な選択肢があることについて、住民へ平時
から周知しておく。高齢者等避難の活用等により、早めの段階で避難行動を開始することについ
て、市町は、日頃から住民等への周知啓発に努める。また、市及び県は、防災（防災・減災への
取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネジャー）の連携により、高齢者に対し、
適切な避難行動に関する理解の促進を図るものとする。 

 
（２）市は、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件

等を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、避難
とは難を避けることであり、安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先と
して安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」
すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるものとする。 

 
（３）市は、住民等の逃げ遅れをなくすために、避難行動計画(マイ・タイムライン)の策定に向けた住

民等の取組を支援する。その際、市町は、県が策定した「マイ・タイムラインワークショップ進
め方の手引き」等を参考に、各地域における住民等によるマイ・タイムライン作成のためのワー
クショップ実施を促すよう努める。 

 

 

第12節 避難誘導体制の整備計画 

【担当部署：危機管理課、関係各課】 

 

市は、水防団体等と協議し、発災時の避難誘導に係る計画をあらかじめ作成する。また、防災訓練
の実施や防災マップの作成・配布等により、その内容の住民等に対する周知徹底を図るための措置を
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講じることとし、周知に当たっては、要配慮者・避難行動要支援者に配慮するものとする。 

その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による高潮と河川洪水との同時発生等、複合的な
災害が発生することを考慮するよう努める。 

なお、防災マップの作成に当たっては住民参加型等の工夫をすることにより、災害からの避難に対
する住民等の理解の促進を図るよう努める。 

地域特性を考慮した避難誘導体制の整備に努めるとともに、避難行動要支援者の誘導に配慮し、地
域住民、自主防災組織、関係団体、福祉事業者等と連携し、平時から、情報伝達体制の整備、要配慮
者に関する情報の把握・共有、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成、避難誘導体制の整備
に努めるものとする。 

また、高齢者等避難、避難指示といった避難情報について、河川管理者、水防管理者、気象台等の
協力を得つつ、洪水、土砂災害、高潮等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区
域や判断基準、伝達方法及び避難の際の留意点等を明確にしたマニュアルを作成し、住民への周知に
努める。 

 

第13節 防災知識の普及計画 

【担当部署：危機管理課、こども保育支援課、教育委員会】 

 

災害による被害を最小限にとどめるため、市職員をはじめ、市民及び各組織等を対象に災害に関す
る知識と防災対応を啓発指導し、個々の防災力向上を図る。 

 

市長は、災害応急対策の円滑な実施を確保するため、市職員に対して教育を行う。また、市は市民
自らが生命、身体、財産を守り、併せて地域の災害を予防し、あるいは軽減することに資するため、
市民に対し必要な教育及び広報を行う。この場合、地域の特性等による災害の態様等を十分に考慮し
て実情にあったものとする。 

 
原則として、共通対策編 第２章 災害予防計画 第４節 防災知識の普及計画及び風水害対策編 

第２章 災害予防計画 第12節 避難情報の事前準備計画 ２ 住民への周知・意識啓発に準ずる。 
市は、国、関係機関等の協力を得つつ、地域の水害・土砂災害リスクや災害時にとるべき行動につ

いて普及啓発するとともに、地域住民の適切な避難や防災活動に資するよう以下の施策を講じる。 

 

○ 浸水想定区域、避難場所、避難路等水害に関する総合的な資料 

図面表示等を含む形で取りまとめたハザードマップ、防災マップ、風水害発生時の行動マニュ
アル等の作成を行い、住民等に配布するものとする。その際、河川近傍や浸水深の大きい区域に
ついては「早期の立退き避難が必要な区域」として明示するとともに、避難時に活用する道路に
おいて冠水が想定されていないか住民等に確認を促すよう努めるものとする。また、決壊した場
合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのあるため池について、緊
急連絡体制の整備等を推進するとともに、決壊した場合の影響度が大きいため池から、ハザード
マップの作成・周知を図る。加えて、中小河川や雨水出水による浸水に対応したハザードマップ
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作成についても、関係機関が連携しつつ作成・検討を行う。更に、地下街等における浸水被害を
防止するため、作成した洪水ハザードマップ等を地下街等の管理者へ提供する。 

 

○ 土砂災害警戒区域、避難場所、避難経路等の土砂災害に関する総合的な資料 

図面等を含む形で取りまとめたハザードマップ、防災マップ、風水害発生時の行動マニュアル
等を分かりやすく作成し、住民等に配布するものとする。 

山地災害危険地区等の山地災害に関する行動マニュアル、パンフレット等を作成し、住民等に
配布する。 

 

○ 高潮による危険箇所や、避難場所、避難路等高潮災害の防止に関する総合的な資料 

図面表示等を含む形で取りまとめたハザードマップや防災マップ、風水害発生時の行動マ

ニュアル等の作成を行い、住民等に配布するものとする。 

 

○ 市防災担当者に対する防災教育 

市防災担当者に対する防災教育は、共通対策編 第２章 第４節 ３「市の実施事項 （１）市
職員に対する教育」の定めに準ずるほか、次の対策を実施する。 

（１）風水害等に関する一般的な知識 

（２）風水害等が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

（３）風水害等防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

（４）今後風水害等対策として取り組む必要のある課題 
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第14節 自主防災活動 

【担当部署：危機管理課】 

 

（共通対策編 第２章 災害予防計画 第８節「自主防災組織の育成」及び第９節「事業所等の自
主的な防災活動」に順ずる。) 
 

第15節 公共建物等の災害予防計画 
【担当部署：危機管理課、都市政策課、土木防災課、水道課、各施設所管課】 

 

市の管理する建築物等は、災害発生時に防災拠点として重要な役割を果たすため、これらについて
の整備を促進する。 

 

１ 浸水等風水害対策 

市は、不特定多数の者が使用する施設並びに学校及び医療機関等の応急対策上重要な施設につい
て浸水経路や浸水形態の把握等を行い、これらの結果を踏まえ、浸水等風水害に対する安全性の確
保に配慮する。また、防水扉及び防水板の整備など建物等を浸水被害から守るための対策を促進す
る。 

そのほか、風水害の際に自力での避難が極めて困難な避難行動要支援者のために、関連する施設
について、２階建て以上にするなど、一時避難が可能となるよう配慮する。 

 

 

２ がけ地近接等危険住宅移転事業 

市は、がけ地の崩壊及び土石流等により、住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域内に建っ
ている危険住宅について、相談窓口等を設置し、移転する必要性の啓発等を行う。 

 

 

３ 公共施設の耐震化 

公共施設の耐震化は、地震対策編 第２章 第４節 ４「建築物等の耐震対策」の定めに準ずる。 

 

 

４ 避難場所(指定緊急避難場所)の整備 

避難場所（指定緊急避難場所）の整備は、地震対策編 第３章 第２節「地震対策緊急整備事業計
画」の定めに準ずる他、公共建築物耐震化計画、公園の整備計画等の推進と併せ、収容能力の増強、
危険箇所の解消等必要な整備に努める。 

 

 

５ 水道施設の耐震化 

水道施設の耐震化は、地震対策編 第３章 第２節「地震対策緊急整備事業計画」の定めに準ずる
他、水道施設の被害を防止するとともに、すみやかに応急給水を実施するため、配水池及び給水設
備等の整備に努める。 
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第３章 災害応急対策計画 
 

 

この計画は、「水防法」（昭和24年法律第193号）に基づき市の水防体制、情報収集、予警報の伝達
等の水防活動の円滑な実施並びに水防管理団体の行う水防の計画基準等について必要な事項を規定す
る他、風水害に対する市の対応を定め、もって各河川、湖沼、海岸の洪水、津波又は高潮による水災
を警戒し、防御し、これによる被害を軽減することを目的とする。 

なお、ここに定めのない事項については、「共通対策編第3章災害応急対策計画」及び「掛川市水防
計画書」による。 
 

 

第１節 市災害対策本部 
【担当班：全班】 

 
災害対策本部については「共通対策編 第３章 災害応急対策計画 第２節組織計画」に準ずる。

ただし、市災害対策本部設置前は水防本部により対策を行う。 
 

 

第２節 情報収集・伝達 
【担当班：管理調整担当、総務班、情報班】 

 
（共通対策編 第３章 災害応急対策計画 第４節「通信情報計画」に準ずる。） 

 

 

第３節 広報活動 
【担当班：情報班】 

 
（共通対策編 第３章 災害応急対策計画 第５節「災害広報計画」に準ずる。） 
 

 

第４節 水防組織 
【担当班：全班】 

区分 内容 

水防責任等 水防責任等は「掛川市水防計画」（第１章 第３節）に定めるところによる。 

水防組織 

ア 水防本部 
水防本部体制は「掛川市水防計画」第４章のとおりとする。 

イ 事務分掌 
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水防本部組織は「掛川市水防計画」資料 302-1＜掛川市水防本部編成図＞のと
おりとし、事務分掌は「掛川市水防計画」資料 302-2＜掛川市水防本部における
事務分掌＞の定めるところによるものとする。 

 

 

第５節 指定水防管理団体 
【担当班：全班】 

 
（掛川市水防計画 第１章 総則及び第13章 協力応援に準ずる。） 

 

 

第６節 水防に関する予警報 
【担当班：全班】 

 
１ 「水防活動」に必要な予報及び警報とその措置 

静岡地方気象台の発表する気象、水象予警報とその措置については「掛川市水防計画書」(第６章 
に定めるところによる。 

 

２ 洪水予報 

洪水予報は、「掛川市水防計画書」（第７章）に定めるところによる。 

 

３ 水防警報 

水防警報は「掛川市水防計画書」(第８章)に定めるところによる。 

 

４ 水位周知河川における水位到達情報 

水位周知河川における水位到達情報は「掛川市水防計画書」(第９章)に定めるところによる。 

 

５ ダム、水こう門等及びその操作 

ダム、水こう門等及びその操作については「掛川市水防計画書」(第３章)に定めるところによる。 

 

６ 道路の通行規制に関する情報 

道路管理者は、降雨予測等から通行規制範囲を広域的に想定して、できるだけ早く通行規制予告
を発表するものとする。その際、当該情報が入手しやすいよう多様な広報媒体を活用し、日時、迂
回経路等を示すものとする。また、降雨予測の変化に応じて予告内容の見直しを行うものとする。 
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第７節 通信連絡系統 
【担当班：全班】 

 

（１）土木事務所との連絡 

袋井土木事務所（袋井市山名町２－１ TEL0538-42-3217 FAX0538-42-3270） 
袋井土木事務所掛川支所（掛川市金城93 TEL0537-22-6275 FAX0537-22-0934） 

 

（２）水防団（消防団）との連絡系統 

通信連絡は「掛川市水防計画書」(第５章)に定めるところによる。 

 

 

（３）上下流水防管理者との連絡 

資料編3-1-1 情報の収集及び基本ルート図 
 

 

 

第８節 非常配備体制 
【担当班：全班】 

 

（１）水防本部の配備体制は次のとおりとする。 

ア 事前配備体制 

少数の人数で主として情報の収集及び連絡にあたり、事態の推移によっては直ちに招集、そ
の他の活動ができる体制とする。 

イ 第１次配備体制 

所属人員の約半数を動員とし、水防活動に必要な事態が発生すれば、そのままで水防活動が
遅滞なく遂行できる体制とする。 

ウ 第２次配備体制 

所属人員全員を動員する完全な水防体制とする。 

 

（２）水防配備体制 

水防配備体制勤務表は、水防計画書に示すとおり。 

 

（３）消防団に対する非常配備 

ア 待機（事前配備体制） 

水防に関係のある気象の予報注意及び警報が発せられたときは、消防団長は情報把握に努め
るものとし、また、一般団員は直ちに次の段階に入るような状態にしておく。 

イ 準備 

分団長、副分団長は、所定の詰所に集合し、資材、器財及び器具の整備点検後、作業員の配
備計画に当たり、なお水防上重要な工作物のある箇所並びに危険箇所の警備のため、一部団員
を出動させる。 

ウ 出動 
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河川の水位がなお上昇し、出動の必要を認めたときは、消防団員の全員が所定の詰所に集合
し、警戒配備につく。 

 

 

第９節 水防信号及び水防標識 
【担当班：全班】 

 

「掛川市水防計画書」(第10章第８節)のとおり。 

 

第10節 重要水防箇所 
【担当班：全班】 

 

「掛川市水防計画書」(第２章)のとおり。 
 

 

第11節 避難のための立退き 
【担当班：全班】 

 

（１）堤防の破堤又は山崩れ等危険に瀕した場合には、水防管理者はすみやかに必要と認める区域の
居住者に対し立退き又はその準備を指示する。 

 

（２）水防管理者は、立退き又は準備を指示した場合には警察署長にその旨通知する。 

 

 

第12節 水防用資器材及び設備の整備運用並びに輸送 
【担当班：全班】 

 

「掛川市水防計画書」(第15章)のとおり。 


